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一方，国境を越えた資本移動が盛んに行われている今日の経済状況を踏まえ， Mutti and Grubert 


































世界が居住者主義を採用する S固と源泉地主義を採用するR国の 2国から構成される， 2国モデ
ルを仮定しよう。それぞれの国に居住する投資家は，自国および、外国の領域内に投資する機会を有
し，一単位の物的資本を S圏内で投資した場合，.Sの， R国で投資した場合 ，.Rの課税前収益をそれ
ぞれ得るものとする。また，資本移動には何らの制限もなく自由で，かつ瞬時に裁定が働くものと
仮定する i。このとき， s国居住の投資家がR国領域内で行った投資から得られる収益には， s国，
R国両国政府が各々に課税権を主張する三重課税の状態が生ずることとなる。その場合， i国居住
の投資家が得る課税後収益率を ATR'とすると(ただし i= S，R)，このS国居住の投資家に関する裁
定条件式は，











ATRS =rS(I_rS)=rR(I_rS _rR) (2-1) 
となる。ただし， rS， rRはそれぞれ，s国， R国の資本所得課税率である 2。他方， R国居住の
投資家が直面する裁定式は，










































この場合には， (2-4)式が裁定条件となる。そして (2-2)により，今度は戸 =0が含意される。
よってここでもやはり，依然いずれの国か少なくとも一国が課税権を放棄しなくてはならず，今度
は源泉地主義を採用する国が放棄することになる。ここでは，
















































ケース I 自国の税率が制約を受ける(〆ニ。) 自国労働へ100%税負担転嫁。
ケースE 資本移動 0，自国資本が100詰負担。 自国の税率が制約を受けるし R= 0 ) 
ケースE 資本移動 0，自国資本が100%負担。 自国労働へ100%税負担転嫁。
(2)大国による課税
国 大 国
ケース I 自国の税率が制約を受ける (rS=O) 自国資本・労働ともに負担を担う。外国資
本は負，労働は正の影響を被る。












ク存賦量をKとし，このうち S国居住者所有の割合を δ，R国居住者所有の割合を lδ とする。
また， s国， R 国の労働人口，賃金率をそれぞれ LS • LR • wS • WRとし，両国とも同ーのコ
ブ・ダグラス型の生産関数にしたがって生産が行われていることとしよう。 e=K/LS 





αーI，R1-αRa-l/'f C" a-l 




w" = (1α)(δK)U [" = (1ーα)k" 0日 (3-3) 
wR =(1 α)[(1-o)K]α[R-
a 
= (1ーα)kRa(1ーδ)α (3-4) 
が成り立っているから，
バ=(子)トlflrS (3-5) 













































を得る。 i国(ただし i= S，R)の資本および労働の課税後収益の変化率を，それぞれφkおよびφi
で表すと， (2-6)と(3-1)より，
M TRR /orRdrsfdl l R 71 
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裁定条件は(2-2)と(2-5)であるから， (3-5)とともに，上記ケース I同様 (3-6)を得る。これは













義のいずれかを採用する場合との比較を試みたい。前者の場合 rS=rRであるから， (3-5)より (3-






















帰着を明示的に論じたものとしては，たとえば. Boadway (979)や Bemheim(1981)がある。










家計の割引率に pegされる。すなわち， s国， R国の当該割引率をそれぞれ ρSρRとすると，




(2-6)より ATe= ATRRであるから， ρS=ρRでなくては均衡は成立しない。ここで〆を上昇
させても，常に ATRS= ATRR =ρ三 ρS=ρRであるから， R国資本も S国資本もともに当該課税の
影響は全く受けないことになる。労働については，この裁定条件式と (3-2)， (3-1)より，
w
R =(1 α)(1-O)a O-aα古品=θ(子)ら合(1-rR)三 (4-1-1) 
ム(1 的川αδ 日よぷ=~(子)αρ合 (4-1-2) 
を得る。ただし， θとV はともにパラメーターのみから成り立っている。よって，





らに rSも一定の値に pegされてしまう。すなわち，一般に ATR
S*-ATRIだから ρS=ρRである必
要はないが，






S， S " _S， R _ S ATRd =(I-，")rJ=(I-，J)r" =ρ 




均衡を得るためには，前ケース同様にS国の税率が，Sニ lー (ρSIρR)に pegされてしまう。そのた
め， R国による課税変更の帰着分析のみが意味をもっ。この場合. s国 R国の投資家の課税後収








ρS =ATRS =r(I_，S) 
R ， ~nR " R ρハ =ATR"=r(I-，") 
よって，
ρ月一 ρR














ケース I 自国の税率が制約を受ける(〆=0 ) 自国の労働に100%転嫁。自国資本，外国
資本・労働には影響なし。





















wSz九 s+ (1 _ rS )rS vS k品+(I-rs-rR)r 
であり， R国の代表家計の予算制約式は，
WRuRhR +rRvRk品+{I-rR)rRvRkfiR+TRR = CR +k.~~+kfiR (4-2-2) 
となる。ただし，表記が煩雑になるために省略しているが，すべての変数は時刻tの関数である。







まずケース Iの場合を考えよう。この場合は前述のとおり rS= 0の制約を受け，源泉地国の課
税のみが問題となり，その裁定条件式は(2-6)式であるから，これを (4-2-1)， (4-2-2)式に代入す
ると，
wSuShS +ATRSvSkS +TRS =e +e (4-2-3) 
-WRuRhR +ATRRvRkR +TRR =CR +kR (4-2-4) 
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